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内政 

１．マカレメレ，「大統領は全ての国際会議

には参加できない」旨説明 

マカレメレ大統領府公共政策担当副大臣

は，議会において，カーマ大統領の第７０

回国連総会への不参加を問題視する野党議

員からの質問に対し，「カーマ大統領は，他

の緊急案件を処理する必要があったため，

マシシ副大統領を首席代表として派遣した

旨」説明した。また同副大臣は「カーマ大

統領が，常に国際会議や首脳会合に参加で

きるわけではない」旨付言した。 

（１０日：デイリー・ニュース紙） 

 

２．新たな「省」の設置へ，法案提出 

ボツワナ政府は新たな「省」を設置し，

大臣を現行の１６から１８名，副大臣を８

名から１０名へ増やすための法案をまもな

く国民議会に提出する予定である。同法案

はすでに官報にて公表されているが，広範

に亘る各省の所掌事務の負担を軽減する一

方で，新たな省を設置することで，優先課

題や新たな分野に対応することを目的とし

ている。これに関し野党側は，財政がさら

に逼迫するとして反対している。 

（１０日：ガゼット紙） 

 

３．特別選出の議員も増加へ 

 先週，政府は官報にて大臣を２名，副大

臣を２名増加するとともに，特別選出の議

員（当館注：選挙によらず大統領が任命す

る議員。現在４名）を２名増加する案につ 

 

いて発表した。これにより，議員の数は選

挙によるもの，特別選出によるものを合計

して５９名（当館注：６３名の誤り）とな

る。 

（１０日：メヒ紙） 

 

４．カーマ大統領就任以降，入国禁止移民

が増加 

労働内務省は，カーマ大統領就任後の２

００８年から現在まで，２４００名の外国

人が国外退去措置となり，これらの者はボ

ツワナ入管法上「入国禁止移民（prohibited 

immigrants）」に指定されていると発表した。

なお，国外退去措置となった外国人数は，

マシーレ政権下では，１８年間で１１５名，

モハエ政権下では，１０年間で７９０名と

なっている。 

（１３日：ウィークエンドポスト紙） 

 

５．ナシャ前国民議会議長，カーマ大統領

を非難 

１４日，野党連合である「民主改革のた

めのアンブレラ（ＵＤＣ）」は，ナシャ前国

民議会議長を歓迎するための党集会を開催

した。同集会において，ナシャ前議長は，

カーマ大統領は感情的になっている時に性

急な決断をする傾向がある旨指摘し，「カー

マ大統領は，ボツワナ民主党（ＢＤＰ）党

内における議論と民主主義の精神を同党党

員から奪い，代わりに恐怖心を植え付けた」

と述べ，カーマ大統領を非難した。 

（１６日：メヒ紙） 
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６．中国人のボツワナ国籍取得者，７名の

み 

バツ労働内務大臣は，野党議員からの「１

９６６年以降にボツワナ国籍を取得した中

国人及びインド人の数」についての質問に

対する回答として，「インド人では４４３名，

中国人では７名がこれまでボツワナ国籍を

取得した」旨回答した。またボツワナ国籍

の取得手続に関し，バツ大臣は「ボツワナ

では評点システムを導入しており，国籍取

得を希望する外国人は同システムで一定の

ポイントを獲得する必要がある。なお評価

に当たって考慮される点としては，個人の

職業スキル，ボツワナへの投資額及びその

他の貢献の大きさ，語学力（ツワナ語）等

が挙げられる」旨説明した。 

（２４日：メヒ紙） 

 

７．ツェケディ，大統領職に言及 

２５日，ツケディ・カーマ野生動植物観

光大臣は，（ウィークエンドポスト紙の取材

に際し），２０１９年総選挙に向けた次期大

統領の党内候補として，ボツワナ民主党（Ｂ

ＤＰ）党員からの要請があれば立候補した

い旨述べた。またカーマ大臣は，立候補の

目的として，複数の候補者が選挙で競うこ

とを通じ，ＢＤＰがより良くなることを挙

げ，個人的な理由ではない旨強調した。 

（２７日：ウィークエンドポスト紙） 

 

８．外務国際協力省，十分な財源が必要 

モイトイ外務国際協力大臣は，議会に於

ける２０１６－２０１７年の予算案審議の

中で，外務国際協力省として，ボツワナが

国際舞台でプレゼンスを高めていくための

任務を遂行するためには，同省に対する十

分な財源を確保する必要がある旨述べ，具

体的には在エチオピア・ボツワナ大使館の

建設，在外公館における会計・予算システ

ムの導入や公館施設の維持費等の必要性を

挙げた。 

（２９日：デイリー・ニュース紙） 

 

 

 

外交 

１．カーマ大統領，新モザンビーク大使等

を歓迎 

２日，フェルナンデス新モザンビーク大

使及びディニズ新ブラジル大使は，カーマ

大統領に信任状をそれぞれ捧呈した。同捧

呈に際し，フェルナンデス大使は「ボツワ

ナとモザンビークは，エネルギー，運輸，

通信，農業の分野で協力することができる」

旨述べ，またディニズ大使は「ブラジルは，

ＨＩＶ問題や貧困撲滅等の分野において，

ボツワナと協力していきたい」旨述べた。 

（３日：デイリー・ニュース紙） 

 

２．キューバ・ボツワナ，更なる関係強化

へ 

５日，在ボツワナ・キューバ大使館は，

キューバ・ボツワナ外交関係樹立３９周年

を祝賀するための式典を開催し，ボツワナ

政府からはツォワネ地方自治開発大臣等が

参加した。同式典において，ツォワネ大臣

は，ボツワナとキューバの友好関係につき

触れ，とりわけ保健・スポーツ・人材開発

分野でのキューバの支援を評価した。 

（９日：デイリー・ニュース紙） 
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３．南シナ海領有権問題に係る政府見解 

・ボツワナ政府は，南シナ海諸島に対し領

有権を主張する全ての国に対し，当該問題

を解決することを目的として設置された国

際機関を通じ，これを解決するように求め

る。 

・いかなる国も，その経済力・軍事力がい

かに大きかろうと，自国の立場を主張する

ため，他国に対し圧力を加えるべきではな

い。かかる行為は，いずれ紛争に至るよう

な緊張関係を高める可能性がある。 

・したがって，当該問題の平和的解決が求

められる。 

（１８日：ボツワナ政府フェイスブック） 

 

４．ボツワナとの膠着関係を受け，中国大

は活動停止（当館注：在ボツワナ中国大使

館の閉鎖の事実はない） 

１８日，中国政府は，ボツワナ政府によ

る報道発表（当館注：外務国際協力省は１

７日付の報道発表にて，南シナ海領有権問

題に係る政府見解を発表）に対し，怒りを

表明し， Zhugiang 駐ボツワナ同国大使に

対し，ベンソン＝モイトイ外務国際協力大

臣を往訪の上，同報道発表の内容が，ボツ

ワナ政府の公式見解であるかにつき確認す

るよう指示した。モイトイ外相は，Zhugiang

大使の来訪を受けて，「同報道発表を撤回す

る意思はない」旨明らかにしたが，これに

対し Zhugiang大使は，外交ルートによらず，

報道発表を通じ，公に本件を発表したこと

につき遺憾の意を述べた。上記を受けて，

中国政府は，在ボツワナ中国大使館の無期

限の閉鎖を指示した。 

（２２日：サンデー・スタンダード紙） 

 

５．ウガンダ選挙に係るボツワナ政府の立

場 

２２日，ボツワナ政府は，先般実施され

たウガンダ総選挙に係るボツワナ政府の立

場につき，外務国際協力省を通じ表明した。

その中で，ボツワナ政府は，総選挙中にみ

られた透明性の欠如，脅迫及び妨害行為，

ソーシャルメディアに対する規制，野党党

首の逮捕等につき深く憂慮する旨述べ，全

ての関係者に対し，ウガンダの平和と安定

のため，選挙に係る諸問題の解決を目指し

て取り組むよう働きかけた。 

（２４日：メヒ紙） 

 

６．南シナ海に係る中国の立場 

 南シナ海に係る当地中国大使館の見解に

ついて，概要を以下のとおり掲載している。 

・長年に亘り，中国の南シナ海に係る立場

は明確かつ一貫しており，今後も変わらな

い。中国は，南沙諸島及び周辺水域に対す

る主権に関し，歴史的・法的根拠を有する。 

・中国は，過去数年，南シナ海における平

和と安定を維持するため，その行動を最大

限自制してきた。 

・中国は，断固として自国の領域主権及び

利益を保全し，引き続き地域の平和と安定

にコミットしていく所存。 

（２５日：メヒ紙） 

 

７．中国，車両を寄付 

２５日，Zhugiang駐ボツワナ中国大使は，

レディー・カーマ・チャリタブル・トラス

ト（当館注：同トラストは，２００２年，

カーマ現大統領が母親である故ルース・カ

ーマに敬意を表するため設立した慈善信託
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機関）の式典に参加し，軽トラックを寄付

した。同大使は，ボツワナと中国の友好関

係を評価し，ボツワナへの寄付を通じて２

国間関係がさらに強化されることを望む旨

述べた。 

（２９日：デイリー・ニュース紙） 

 

 

 

経済 

１． 経済指標 

１） ボツワナの主要経済指数 

・経済成長率 

 ２０１５年経済成長率は１．０％（２０

１４年は３．２％）。 

・インフレ率 

 ２０１６年１月は２．７％（２０１５年

１２月は３．１％）。 

・為替レート（ＦＮＢ） 

 ２０１６年２月２９日： 

  １プラ＝０．０８５２米ドル 

  １プラ＝１．３５９南ア・ランド 

  １プラ＝９．６９円 

 ２０１６年１月２９日： 

  １プラ＝０．０８５３米ドル 

  １プラ＝１．３５５南ア・ランド 

  １プラ＝１０．３８円 

 

２） ボツワナ銀行，金融政策ステートメ 

ント発表 

 ２５日，モホトロ・ボツワナ銀行総裁は，

毎年この時期に発表される「金融政策ステ

ートメント２０１６」を公表した。同総裁

は，２０１５年の経済動向及び金融政策を

振り返るとともに，２０１５年は０％に設

定されていたクローリング率（当館注：主

要貿易相手国とボツワナとのインフレ率格

差（予測値）を考慮に入れて、実質為替相

場を安定化させるために、あらかじめ決定

した固定の変化率で名目為替相場を変化さ

せる。クローリング率はその変化率をい

う。）を２０１６年は０．３８％とするとと

もに，プラ・バスケットの比重は南ア・ラ

ンド５０対ＳＤＲ（米ドル，英ポンド，ユ

ーロ，円の組み合わせ）５０を維持する等

の金融政策を発表した。（２９日：サンデ

ー・スタンダード紙） 

 

２． ＥＳＰ開始に際する大統領演説 

 １３日，大統領の演説により経済刺激パ

ッケージ（ＥＳＰ）の開始が正式に発表さ

れた。同大統領の演説によると，ＥＳＰ予

算の大部分は建設事業へ当てられることに

なる。地方自治省管轄の下で４０１室の教

室，１，２８０のトイレ設備等が，教育技

能開発省管轄の下では１，１５３室の教室，

１７５室の理科室等が新たに建設される予

定である。ＥＳＰの全体予算について言及

はなかったが，前述の事業規模から考えて，

少なくとも２２億プラ（当館注：約２１４

億円）が２０１６／２０１７財政年度で必

要とされると見込まれる。（１８日：サンデ

ー・スタンダード紙） 

 

３．ダイヤモンド産業 

１） 世界第２位のダイヤモンドに命名 

 昨年１１月にルカラ鉱山にて発見され

た世界で２番目に大きいダイヤモンドは，

名前の公募を経て，“Lesedi La Rona”（現

地語で「我々の光」の意）と命名された。

ラム・ルカラ社（当館注：カナダのダイ

ヤモンド採掘企業）ＣＥＯはプレスリリ
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ースにて，「この名前は，ボツワナの人々

の誇りと歴史を象徴する，１，１１１カ

ラットのダイヤにふさわしい名である」

旨述べた。（１５日：ウィークエンド・ポ

スト） 

 

４．観光業 

 １）ボツワナへの旅行客数減少 

ボツワナ統計局の発表によると，２０１

４年のボツワナへの旅行客は２１０万人

と，２０１３年の２６０万人と比較して

１９．９％減少した。主な旅行客の国籍

は，ジンバブエ（３７．７％），南ア（２

８．８％），ザンビア（９％）である。ア

フリカ北西部を中心としたエボラ熱の発

生以降，ボツワナへの観光客は減少傾向

にある。（２６日：ガーディアン紙） 

 

５．エネルギー・資源 

 １）独・太陽光発電関係企業がボツワ

ナ来訪 

 １８日，ドイツの太陽光発電部門企業

の一行がボツワナを訪問し，カンファレ

ンスに参加した。同カンファレンスでは，

ボツワナの電力専門家・関係者との間で

ビジネス展開の可能性等について議論が

なされた。ドイツ企業は，「ボツワナは，

電気料金とコストのバランスを取ること

とともに，ビジネスを促進するような政

策展開が必要である」旨指摘した。（２３

日：メヒ紙） 

 

２） モルプレＢ石炭火力発電所，中国 

企業へ売却か 

現在，ボツワナ政府はモルプレＢ石炭

火力発電所を中国企業へ売却することを

検討中である。そもそも，同発電所の完

成は２５ヶ月以上も遅れ，その後も度重

なる不具合の修繕工事に政府資金が投入

されてきており，政府は，慢性的問題を

抱えるこの発電所を売却する方向で検討

し始めたのである。同発電所が売却され

た場合には，発電所は独立系発電事業者

（ＩＰＰ）となり，政府はそこから電力

を購入することとなる。（９日：サンデ

ー・スタンダード紙） 

 

６．経団連ミッション、ボツワナ来訪 

１８日，ビジネス・ボツワナ（ＢＢ）

は日本からの経団連代表団を迎え，投資

や共同出資等について意見交換を行った。

経団連は，日本を代表する１，３２９の

加盟企業を取りまとめる組織であり，Ｂ

Ｂ会長は，経団連代表団に対し，「サハラ

以南アフリカの輸出を支えてきた中国経

済が停滞する今，日本という経済大国か

らの投資に大いに期待する」旨述べた。

これに対し野路団長は，「ボツワナはまだ

まだ経済成長の可能性があり，日本との

協力関係がさらなる発展をもたらすよう

望む」旨語った。（２２日：モニター紙） 

  

７．日本政府，ハンチ地区を支援 

 １５日，日本政府は，草の根・人間の

安全保障無償資金協力を通して「ハンチ

地区ウエストハナハイ村幼稚園建設計

画」のために４３，３５０米ドルを贈与

した。署名式において，尾西大使は,「我々

日本政府は，ボツワナにおける地方の

人々の生活水準向上を重視しており，同

スキームを利用してさらに支援を拡大し

ていきたい」旨語った。ハンチ地区長は，
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「同地区では生徒の落第率が高いため，

幼稚園をはじめとした就学前教育を強化

することで子ども達が学ぶ習慣・環境に

慣れることを期待する」旨述べた。（１

７日：デイリー・ニュース紙） 


